
１．基本情報

～

２．事業の成果

3.行政コスト (単位：円)

 行政費用【A】

４．事業の評価

 今後の実施方向性 現状のまま継続

短期的な取組の視点 中長期的な取組の視点

豊富なプログラムを用意したインタ―ンシップの実施、民間企業
主催の採用イベントや大学独自の就職支援活動への積極的な参
加

先進的な取組を実施する他の自治体や採用支援企業からの情
報収集に努め、本市の求める人材の確保につながるよう、時
世に合った採用活動を行う。

 【有効性】事務事業の有用性及び有効性は高いか 高（有効性が高く、最適である）

 【効率性】実施手法の効率性は高いか 高（効率性が高く、最適である）

 評価結果の総括（評価結果が「最適」ではない項目については、事業見直しの視点も含めて記載）

藤沢市人材育成基本方針に掲げる「求められる職員像」に合致した人材の採用につながる採用活動に取り組むことができた。

ー

評価項目及び評価の視点 評価結果

 【必要性】公共が担う必要性、市が実施する必要性は高いか 高（必要性が高く、最適である）

 【公平性】事務事業の公平性は高いか 高（公平性が高く、最適である）

その他(f) 0 0 0
 差引差額【A-(d+e+f)】 56,020,478 65,395,369

使用料・手数料(e) 0 0 0

 行政収入【B】※事業費(a)の財源 14,549,958 11,894,680 14,193,961
地方税(c) 14,549,958 11,894,680 14,193,961

0

44,125,798 51,201,408
職員給与費 38,999,123 44,270,697

国県支出金(ｄ) 0 0 0

 指標の達成状況　※指標が設定できない、数値で表せない場合はその理由、事業を実施することの意義又は実施したことの効果等を記載

民間の採用スケジュ―ルに対応した試験日程の設定や、多くの受験者が利用する採用支援ツ―ル・オンライン通話ツ―ルの活用
により、受験者層の拡大を図った。その結果、多様な層からの応募があり、藤沢市人材育成基本方針に掲げる「求められる職員
像」に合致する人材を安定的に確保することができた。（活動指数は数値で表すことが困難であるため設定していない。）

令和５年度 令和６年度 令和７年度 対象1単位あたり費用

14,549,958 56,020,478 65,395,369
事業費(a) 14,549,958 11,894,680 14,193,961
事業費以外の費用(b)

賞与等・退職手当引当金繰入額 5,126,675 6,930,711
減価償却費・地方債償還金利子 0

ー %

(指標の補足)

目標値 令和７年度達成率

成果
指標

受験者数 人 1,220 1,436 1,206 ー %

区分 指標の内容 単位 令和５年度 令和６年度 令和７年度

(指標の補足) 年度別実施試験の受験者数

３．学生の業務への理解度や関心度を高め、受験者確保につなげるため、インターンシップを実施した。
４．採用情報等を広く周知することを目的とし、就職情報サイトへの掲載を行った。

 根拠法令等 地方公務員法、藤沢市職員採用規則

事業概要

市政の更なる推進・発展に資する人材を確保するため、採用情報の周知を図るとともに、本市の将来を担うことができる人材の
採用につながる職員採用試験を実施した。その結果、藤沢市人材育成基本方針に掲げる「求められる職員像」に合致する人材を
安定的に確保することができた。

１．効果的かつ効率的な手法により採用試験（適性試験、面接など）を実施することで、人材を安定的に確保した。
２．市政内容等を広く周知し、受験者の増加につながるよう、各種採用イベントへの出展や大学訪問等を行った。

 対象 各職種の受験要件に適合する者

 対象数 ― 単位

令和８年度 事務事業評価表 （令和７年度実施事務事業）

 事務事業名 職員採用関係費
職員課

 事業期間
 所管課



１．基本情報

～

２．事業の成果

3.行政コスト (単位：円)

 行政費用【A】

４．事業の評価

 今後の実施方向性 現状のまま継続

短期的な取組の視点 中長期的な取組の視点

社会環境の変化に鑑みた内容となるべく、毎年度、研修計画の内
容を改めていく。

人材育成基本方針に示した「誰に対しても誠実さを持ち、何ご
とにも柔軟に対応し、常に前進し続ける」職員を育成していく
ための取組を行う。

 【有効性】事務事業の有用性及び有効性は高いか 高（有効性が高く、最適である）

 【効率性】実施手法の効率性は高いか 高（効率性が高く、最適である）

 評価結果の総括（評価結果が「最適」ではない項目については、事業見直しの視点も含めて記載）

本事業は、地方公務員法第３９条に基づき職員の能力向上の機会を設けているものであり、その内容は、人材育成基本方針に
沿ったものとなっており、どの職員にも公平に研修受講機会を与えられている。また、研修実施にあたっては、庁内講師・外部講
師を使い分け、席の配置や手法を適切かつ効率的なものとしている。職員の人材育成は、職員力・組織力の強化であり、各部局
で実施される各事業の質的向上の根幹を担うものであり、継続的に実施することで有効性が高まるものである。

4,281

評価項目及び評価の視点 評価結果

 【必要性】公共が担う必要性、市が実施する必要性は高いか 高（必要性が高く、最適である）

 【公平性】事務事業の公平性は高いか 高（公平性が高く、最適である）

その他(f) 547,559 600,000 470,316
 差引差額【A-(d+e+f)】 13,657,153 53,831,487

使用料・手数料(e) 0 0 0

 行政収入【B】※事業費(a)の財源 13,998,208 14,257,153 14,239,070
地方税(c) 13,450,649 13,657,153 13,768,754

0

0 40,062,733
職員給与費 0 34,603,466

国県支出金(ｄ) 0 0 0

 指標の達成状況　※指標が設定できない、数値で表せない場合はその理由、事業を実施することの意義又は実施したことの効果等を記載

本事業は、「藤沢市人材育成基本方針」の「求められる職員像」を見据えた職員力の向上を図り、市民サービスの質的向上へつな
げていくため、同方針に基づき、基本研修・専門研修・派遣研修等を実施した。実施効果については、定量的な評価が困難である
ため、成果指標の設定を行っていない。

令和５年度 令和６年度 令和７年度 対象1単位あたり費用

13,998,208 14,257,153 54,301,803
事業費(a) 13,998,208 14,257,153 14,239,070
事業費以外の費用(b)

賞与等・退職手当引当金繰入額 0 5,459,267
減価償却費・地方債償還金利子 0

ー %

(指標の補足)

目標値 令和７年度達成率

活動
指標

職員研修受講者数 人 9,719 14,578 12,575 ー %

区分 指標の内容 単位 令和５年度 令和６年度 令和７年度

(指標の補足)

３．派遣研修　１６２人
４．職場研修　９，４５７人
５．自主研修　６１人

 根拠法令等 地方公務員法、藤沢市職員研修規程

事業概要

「藤沢市人材育成基本方針」の「求められる職員像」を見据えた職員力の向上を図り、市民サービスの向上へつなげていくため、
同方針の「人材育成の土壌」となる基本研修・専門研修・派遣研修・職場研修等を実施した。その結果、地方自治や地方公務員制
度、市民応対等、本市職員として必要な基本知識のほか高度な専門知識・スキル・マインドの習得を目的とした研修機会を幅広く
提供することができ、職員力の向上が図られた。

１．基本研修　１，０９４人
２．専門研修　１，８０１人

 対象 令和７年度職員研修受講者数

 対象数 12,575 単位

令和８年度 事務事業評価表 （令和７年度実施事務事業）

 事務事業名 職員研修費
職員課

 事業期間 昭和45年度
 所管課

人



１．基本情報

～

２．事業の成果

3.行政コスト (単位：円)

 行政費用【A】

４．事業の評価

 今後の実施方向性 現状のまま継続

短期的な取組の視点 中長期的な取組の視点

調査員のなり手不足を踏まえ、調査員経験者に次回調査への協
力を早期に呼びかけ、調査員の確保に努める。また、プライバ
シー意識の高まり、生活スタイルの多様化により、調査員調査の
実施が困難になっていることから、次回国勢調査に向けて、制度
設計や調査手法の改善について国に要望していく。

制度設計や調査手法の改善について、国へ要望を行うととも
に、課題解決に向けた国の動向等に注視しながら、適正かつ
円滑に調査を実施できるよう必要な取組を進める。

 【有効性】事務事業の有用性及び有効性は高いか 高（有効性が高く、最適である）

 【効率性】実施手法の効率性は高いか 高（効率性が高く、最適である）

 評価結果の総括（評価結果が「最適」ではない項目については、事業見直しの視点も含めて記載）

法令等に基づき、正確な統計データの収集を行い、行政施策の基礎資料となる人口等の実態把握を行った。

501

評価項目及び評価の視点 評価結果

 【必要性】公共が担う必要性、市が実施する必要性は高いか 高（必要性が高く、最適である）

 【公平性】事務事業の公平性は高いか 高（公平性が高く、最適である）

その他(f) 0 0 0
 差引差額【A-(d+e+f)】 0 101,852,470

使用料・手数料(e) 0 0 0

 行政収入【B】※事業費(a)の財源 0 0 254,935,023
地方税(c) 0 0 0

0

0 101,852,470
職員給与費 0 91,662,681

国県支出金(ｄ) 0 0 254,935,023

 指標の達成状況　※指標が設定できない、数値で表せない場合はその理由、事業を実施することの意義又は実施したことの効果等を記載

本事業は、国の基幹統計調査として法令等に基づき、適正に実施することが目的であることから、事業の性質上、指標を設定す
ることは困難であるが、調査を実施したことにより広く国民生活に役立てられる。

令和５年度 令和６年度 令和７年度 対象1単位あたり費用

0 0 356,787,493
事業費(a) 0 0 254,935,023
事業費以外の費用(b)

賞与等・退職手当引当金繰入額 0 10,189,789
減価償却費・地方債償還金利子 0

ー %

(指標の補足)

目標値 令和７年度達成率

ー %

区分 指標の内容 単位 令和５年度 令和６年度 令和７年度

(指標の補足)

 根拠法令等 統計法

事業概要

市内在住のすべての人及び世帯を対象に調査を行い、行政施策の基礎資料となる人口等の実態把握を行った。

 対象 市内全世帯

 対象数 203,307 単位

令和８年度 事務事業評価表 （令和７年度実施事務事業）

 事務事業名 国勢調査費
文書統計課

 事業期間 昭和15年度
 所管課

世帯


